
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ７ 年 7 月 

岩手県教育委員会 
 

 

岩岩岩手手手県県県立立立県県県北北北   

青青青少少少年年年ののの家家家   

指指指定定定管管管理理理者者者募募募集集集要要要項項項 
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１ 募集の目的 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）改正により、「公の施設」の管理について、指定管理

者として、地方公共団体の出資法人や公共団体に限らず、民間企業、各種法人やその他の民間

団体が行うことができることとなりました。 

岩手県教育委員会は、地方自治法第 244条の２第３項及び公の施設に係る指定管理者の指定

の手続等に関する条例（（平成 16年岩手県条例第 36号）以下「指定手続条例」という）の規

定に基づき、平成 18年度から指定管理者制度を導入しておりますが、現在の指定期間が令和

８年３月で満了することから、以下のとおり岩手県立県北青少年の家の教育機能及び行政機能

を除いた｢公の施設の管理｣について、令和８年４月からの指定管理者を募集します。 

 

２ 対象施設 

(1) 施設の名称  岩手県立県北青少年の家 

(2) 所 在 地  岩手県二戸市仁左平字放森 61－35 

(3) 施設・設備の概要 

敷地面積 132,250㎡ 建物面積 8,295㎡（管理研修棟、プレイホール棟、宿泊棟、 

スケート場、スケート場管理棟） 

〇管理・研修棟 鉄筋コンクリート ２階建 エレベーター設置  

１階 事務室、宿直室、浴室等 

２階 第１～第４研修室、音楽室、プラネタリウム室等 

〇プレイホール バトミントンコート２面 

〇宿 泊 棟 １階 洋室８人定員 12 室、指導者用洋室３人定員２室（定員計 102

人）、談話室、シーツ貸し出し室 

２階 洋室８人定員 12 室、指導者用和室３人定員２室（定員計 102

人）、談話室 

〇屋内スケート場 スケートリンク（60ｍ×30ｍ）、管理事務室、食堂兼休憩室、貸スケ

ート室、乾燥室等 

※スケートリンクは５月～９月においては、レクリエーション及び

軽スポーツに利用可能 

〇付 帯 施 設 つどいの広場、ソフトボールグラウンド、テントサイト（第１～第５・

150人）、営火場（第１～第４）、ターゲットバードゴルフ場、創作広

場、しらかば広場、ジャングル広場、ウォークラリー（５コース）、

炭窯、車庫、サイクリング車庫、野外炊事場（２棟）、屋外トイレ（２

棟）、器具庫（２棟）、食器庫、収納倉庫等 

〇研 修 機 材 等 スケート・バドミントン・ソフトボール等の運動用具、キャンプ・

オリエンテーリング・天体望遠鏡等の野外活動用具、七宝焼・楽焼

等の文化活動用具、プラネタリウム・ＤⅤＤプレイヤー・ワイヤレ

ススピーカー等の視聴覚学習機材、ピアノ 

〇駐 車 場 乗用車約 200台 

（4） その他 

   ○一般公舎（２棟） 敷地面積 1,570㎡ 建物面積 362㎡（二戸市金田一字荒田 114番７） 

 

３ 指定期間 

令和８年４月１日から令和 11年３月 31日までの３年間とします。 

ただし、管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を取り消すことがありま

す。 
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４ 指定管理者が行う業務 

指定管理者が行う業務は次のとおりです。（詳細は「岩手県立県北青少年の家管理運営業務

仕様書」のとおり。） 

研修に係る利用以外のスケート場利用に係る利用料金については、地方自治法第 244条の２

第８項に基づく「利用料金制」を採用します。 

(1) スケート場の使用許可並びに施設の使用料及び利用料金の徴収等に関する業務 

(2) 施設設備の維持管理に関する業務 

(3) 施設の利用促進及び広聴広報に関する業務 

(4) その他施設の管理に必要と認められる業務 

なお、学校教育等との連携の下に実施している宿泊研修に係る指導等は、青少年の心身の健

全育成を目的とした教育機関としての機能を確保する必要があることから、引き続き県が実施

します。 

 

５ 管理運営に要する経費 

管理運営業務は、施設利用者が負担する利用料金及び県が支払う管理料金により行います。 

県が支払う管理料金は、指定管理者の収支計画を踏まえ、岩手県議会の議決を経て、協定を

締結し決定します。 

なお、賃金水準の変動への対応として、指定管理に係る各年度の人件費について、雇用形態

別の賃金水準を図る指標に一定以上の変動が見られた場合に、２年目以降の人件費をスライド

できる制度を導入しています。 

人件費のうち対象となる部分を賃金水準の変動に応じて見直すことで、 ２年目以降の指定

管理料に反映します（変動分がマイナスの場合も指定管理料に反映されます。）。また、その

際、当初年度の人件費の 1.0%分までの金額は、指定管理者の負担となります（以下、この仕

組みを「賃金スライド制度」という。）。 

申請団体は、「対象人件費等計算書(様式第４－１号)」に必要事項を記入のうえ指定管理者

指定申請書提出時に提出してください。また、指定管理者として指定された後、実際に賃金ス

ライド制度に基づく増額を希望する場合は、別途申請書が必要となりますのでご留意ください。 

賃金スライド制度の詳細については、「指定管理者制度における賃金スライド制度運用の手

引き」をご参照ください。なお、「指定管理者制度における賃金スライド制度運用の手引き」

については、県ホームページで閲覧可能です。 

 

６ 申請資格 

(1) 法人その他の団体であること。（法人格の有無は問いません。） 

ア 個人では申請できません。 

イ 団体は、単独でも複数の団体により構成されたグループ（以下「グループ」といいます。）

でも申請できます。 

ウ 単独で申請する団体は、他のグループの構成団体となって申請することはできません。 

エ グループで申請する団体の構成団体は、単独又は他のグループの構成団体となって申請

することはできません。 

オ グループで申請する団体は、代表団体を定めるものとし、代表団体及び構成団体を変更

することは、原則として認めません。 

(2) 申請団体（グループ申請の場合の代表団体及び構成団体を含む。以下同じ。）が、次のい

ずれかに該当しないこと。 

ア 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当する団体 
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イ 会社更生法（平成 14年法律第 154号）、民事再生法（平成 11年法律第 225号）等の規

定に基づき更生又は再生手続している団体 

ウ 岩手県から指名停止措置を受けている団体 

エ 都道府県税、法人税、地方法人税、消費税及び地方消費税を滞納している団体 

(3) 申請団体の役員に次のいずれかに該当する者が含まれていないこと。 

ア 破産者で復権を得ない者 

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなる

までの者 

ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６

号に規定する暴力団員 

 

７ 申請手続 

(1) 募集要項の配付 

ア 配付日時：令和７年７月 30日（水）から令和７年９月８日（月） 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

午前９時から正午まで、午後１時から午後５時まで 

イ 配付場所：岩手県盛岡市内丸 10番１号 

岩手県庁 10階 

岩手県教育委員会事務局生涯学習文化財課 

（電話 019-629-6171） 

※募集要項は、岩手県ホームページからも取得できます。 

岩手県ホームページ（http://www.pref.iwate.jp/） 

⇒ 上記タブ ⇒「教育・文化」⇒「生涯学習・社会教育」 

※郵便での配付は行いません。 

(2) 募集要項に関する質問の受付及び回答 

ア 質問受付期間：令和７年７月 30日（水）から令和７年８月 22日（金）午後５時まで 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

イ 質問受付方法：質問書（様式第 10号）に記入のうえ、郵送、ファクシミリ又は電子メ

ールにより送付してください。 

ウ 回 答 方 法：郵送、ファクシミリ又は電子メールにより個別に回答するほか、岩手県

教育委員会事務局ホームページに掲載します。 

(3) 現地説明会の開催 

ア 開催日時：令和７年８月 22日（金）午後１時 30分から午後３時 30分まで 

イ 開催場所：岩手県立県北青少年の家 

ウ 参加者数：１団体当たり２人までとします。（グループで申請する場合には、１グルー

プで２人までとします。） 

エ 申込方法：現地説明会参加申込書（様式第 11 号）に記入のうえ、郵送、ファクシミリ

又は電子メールにより申し込んでください。 

オ 申込期限：令和７年８月８日（金）正午まで（必着） 

 

(4) 申請書類の受付 

ア 受付期間：令和７年７月 30日（水）から令和７年９月８日（月） 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

午前９時から正午まで、午後１時から午後５時まで 

http://www.pref.iwate.jp/
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イ 提出方法：岩手県教育委員会事務局生涯学習文化財課に持参するか、書留郵便により郵

送してください。 

令和７年９月８日（木）午後５時必着とします。 

※ ファクシミリ、電子メールでの申請は受け付けません。 

(5) 申請書類 

申請に当たっては、以下の書類を提出していただきます。また、県が必要と認める場合は、

追加資料の提出を求めることがあります。 

各書類とも７部（正本１部、副本６部（副本は写しで可））提出してください。 

 

申請書類 
グループで申請する 

団体の留意事項 

法人格のない団体の 

申請時の留意事項 

(1) 岩手県立県北青少年の家指定管理者指定申請書 

（様式第１号） 

グループ申請構成表（様

式第１－１号）を添付 
 

(2) 申請団体計画書（様式第２号）   

(3) 岩手県立県北青少年の家収支計画書（様式第３号）   

(4) 職員配置計画書（様式第４号）   

(4)-1 対象人件費等計算書（様式第４－１号）   

(5) 主要業務実績一覧（様式第５号）   

(6) 岩手県立県北青少年の家管理運営計画書（様式第６号）   

(7) 再委託予定調書（様式第７号）   

(8) 誓約書（様式第８号）   

(9) 申請者に係る書類 

各書類とも、全構成団体

分を添付 

 

 

① 定款又は寄附行為 
定款等に代わる規約など

を添付 

② 法人登記簿謄本又は登記事項証明書 
代表者の住民票の写しを

添付 

③ 団体概要書（様式第９号） 添付 

④ 申請日の属する会計年度の収支予算書 添付 

⑤ 過去３会計年度分の収支計算書、貸借対照表及び損益

計算書 

過去３会計年度分の収支

計算書 

⑥ 前年度の事業報告書 添付 

⑦ 納税証明書（法人税、法人都道府県民税、法人事業税、

消費税及び地方消費税） 
添付不要 

⑧ 役員名簿 添付 

（注）新設団体等事業報告書のない団体にあっては、総会等の議事録及び設立後申請までの間の

活動内容を記載した書類を添付してください。 

 

 

８ 指定管理者の選定方法 

指定管理者の選定は、「教育委員会所管社会教育施設指定管理者選定委員会」において、第
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１次審査（書類審査）及び第２次審査（面接審査）により行います。 

なお、審査は非公開で行います。 

（開催場所や時間等の詳細については、通知でお知らせします。） 

(1) 第１次審査（書類審査） 

全申請団体を対象に申請書類による審査を行い、３団体程度を選定します（９月中旬を

予定）。 

なお、申請者が３者以下である場合などにおいては第１次審査を行わない場合がありま

す。 

(2) 第２次審査（面接審査） 

第１次審査通過団体を対象に面接審査を行い、指定管理者の候補者を選定します（９月

下旬を予定）。面接時間は、１申請団体あたり 30分以内を予定しています。 

第２次審査の結果は、対象の団体に通知します（10月上旬を予定）。 

(3) 指定管理者の指定手続 

選定された団体については、地方自治法第 244 条の２第６項の規定により、指定管理者

として指定する議案を議会に対して提案し、議決後に指定管理者として指定します。 

(4) 選定基準及び審査内容 

指定管理者を選定する際の選定基準及び審査内容は次のとおりです。 

選定基準 

(指定手続条例の規定) 
審査項目 配点 

(1) 管理計画に基づく管理によ

り当該公の施設における県民

の平等な利用の確保が図られ

るものであること。 

【条例第３条第１号】 

設置目的の理解 

20点 

平等利用の確保 

(2) 管理計画の内容が当該公の

施設の設置の目的を効果的か

つ効率的に達成することがで

きるものであること。 

【条例第３条第２号】 

利用促進 

40点 サービス向上 

施設管理 

(3) 指定申請法人等が管理計画

に基づく当該公の施設の管理

を適正かつ確実に実施する能

力を有していること。 

【条例第３条第３号】 

収支計画 

30点 

経営基盤 

実施体制 

業務実績 

(4) その他別に定める基準 

【条例第３条第４号】 

危機管理対策  

10 点 情報管理  

社会貢献  

合    計 100点 
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９ 留意事項 

(1) 失格又は無効 

次に掲げる場合に該当したときは、当該申請は失格又は無効となることがあります。 

ア 申請書類の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかったとき。 

イ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていなかったとき。 

ウ 申請書類に虚偽の記載があったとき。 

エ 岩手県教育委員会所管施設指定管理者選定委員会委員、本県職員並びに本件関係者に対

し、本件応募について不正な接触の事実が認められたとき。 

オ 申請資格を有していないことが判明したとき。 

カ 申請者による業務履行が困難であると判断される事実が判明したとき。 

キ 著しく社会的信用を損なう行為等により、申請者が指定管理者として業務を行うことに

ついてふさわしくないと県が認めたとき。 

ク その他不正な行為があったと県が認めたとき。 

(2) 申請内容変更の禁止 

提出期限後の提出書類の再提出及び差し替えは、原則として認めません。 

(3) 申請書類の取扱い 

提出された書類は返却いたしません。 

(4) 申請の辞退 

申請書類を提出した後に辞退する際には、辞退届（様式任意）を提出してください。 

(5) 費用負担 

申請に係る経費はすべて応募者の負担とします。 

(6) 情報公開 

申請書類は、情報公開の請求により開示することがあります。 

なお、選定結果について、団体名等を県のホームページや県北青少年の家への掲示により

公表します。 

 

10 問合せ及び申請書類提出先 

〒020-8570 岩手県盛岡市内丸 10番 1号 

            岩手県庁 10階 

岩手県教育委員会事務局生涯学習文化財課地域学校連携担当 

担 当：村松 純子 

電 話：０１９－６２９－６１７１ 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：０１９－６２９－６１７９ 

メールアドレス：DB0005@pref.iwate.jp 

 

 

（本要項の添付書類） 

１ 岩手県立県北青少年の家の概要 

２ 岩手県立県北青少年の家管理運営業務仕様書 

３ 岩手県立県北青少年の家指定管理者申請様式集 

４ 指定管理者申請のための岩手県立県北青少年の家参考資料 

(1) 岩手県立県北青少年の家利用状況 

(2) 岩手県立県北青少年の家管理運営経費 

(3) 岩手県立県北青少年の家使用料内訳書 

mailto:DB0005@pref.iwate.jp
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(4) 岩手県立県北青少年の家のスケート場に係る利用料金収入状況 

(5) 岩手県立県北青少年の家のスケート場に係る利用料金の減免状況 

(6) 行政財産の目的外使用許可 

(7) 精算経費に係る状況 


